
１　健全化判断比率 （単位：％）

区分 令和5年度 令和4年度
早期健全化基準
（イエローカード）

財政再生基準
（レッドカード）

実質赤字比率 － － 11.25 20.00

連結実質赤字比率 － － 16.25 30.00

実質公債費比率 1.1 2.0 25.0 35.0

将来負担比率 － － 350.0

２　資金不足比率 （単位：％）

令和5年度 令和4年度 経営健全化基準

－ －

－ －

－ －

－ －

《参考》　比率の概要

区分

実質赤字比率
（一般会計等の実質赤字の比率）

連結実質赤字比率
（すべての会計の実質赤字の比率）

実質公債費比率
（公債費及び公債費に準じる経費の比
率）

将来負担比率
（地方債残高のほか一般会計等が将
来負担すべき実質的な負担の比率）

資金不足比率
（公営企業ごとの資金不足額の比率）

令和５年度　健全化判断比率等の概要

※各会計とも黒字のため，「－」で表示しています。

概要

20.0

会計名

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

公設総合地方卸売市場事業特別会計

※実質赤字比率と連結実質赤字比率は黒字のため，「－」で表示しています。
　将来負担比率は将来負担することになると考えられる負債額に対して，充当可能な財源等が上回ったため，
　算定値はマイナスとなりました。そのため，「－」で表示しています(具体的な算定値は，《将来負担比率》を参照)。

　一般会計等の支出のうち，義務的に支出しなければならない経費である公債費
や公債費に準じる経費が，１年間の収入に対してどれくらいの割合になるのかを
示します。
　【借入金の返済額などから，資金繰りの危険度を判断します】

　一般会計等が将来的に負担することになっている実質的な負債額（借金や数年
間にわたる契約により約束された支払い，職員の退職金など）が，１年間の収入
に対してどれくらいあるのかを示します。
　【借入金の残高などから，将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを判断し
ます】

　一般会計等の実質収支にあたる公営企業会計の資金不足が，公営企業の事
業規模に対してどれくらいの割合になるのかを示します。
　【公営企業の経営状況の深刻度を判断します】

　令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率を公表します。
　健全化判断比率及び資金不足比率は，「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により公表するものです。財政
状況が悪化し，その比率が一定の基準を超えた場合には，財政健全化計画や財政再生計画，経営健全化計画の策定が
義務付けられています。
　
　令和５年度決算における健全化判断比率及び資金不足比率は，国の定める早期健全化基準及び経営健全化基準を下
回る結果となりました。これは，本市の財政状況及び公営企業の経営状況が健全であることを示します。

　一般会計等の赤字額が，１年間の収入に対してどれくらいの割合になるのかを
示します。
　【一般会計等の財政運営の深刻度を判断します】

　すべての会計の赤字額が，１年間の収入に対してどれくらいの割合になるのか
を示します。
　【柏市全体の財政運営の深刻度を判断します】



《健全化判断比率等の公表》

《財政の早期健全化》

《財政の再生》

《公営企業の経営健全化》

（
財
政
悪
化
）

（
健
全
財
政
） 早期健全化基準

経営健全化基準
（イエローカード）

財政再生基準
（レッドカード）

財政健全化計画の策定 財政再生計画の策定
地方債の制限
国が予算の変更等を勧告

監査委員の審査に付し議会に報
告し公表

財政の再生

○財政再生基準とは・・・
　財政の更なる悪化により，国等の関与による確実な再生を図る必要がある段階に移行する基準値が
「財政再生基準」です。実質赤字比率，連結実質赤字比率及び実質公債費比率のいずれかがこの基
準値以上になると，確実な再生を目指す「財政再生計画」を議会の議決を経て策定しなければなりませ
ん。

財政の早期健全化
指標の整備と情報開示の徹底 自主的な改善努力による財政健全化 国等の関与による確実な再生

健全段階

○経営健全化基準とは・・・
　公営企業の経営が一定程度悪化し，早期の資金不足解消に向けた取組みが必要となる基準値が
「経営健全化基準」です。資金不足比率がこの基準値以上になると，自主的な改善努力により経営の
健全化を目指す「経営健全化計画」を議会の議決を経て策定しなければなりません。

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の概要

　毎年度，健全化判断比率（実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比率，将来負担比率）及び資金不足
比率を監査委員の審査に付した上で議会に報告し，公表しなければなりません。

　健全化判断比率のうちのいずれかが「早期健全化基準」以上の場合には，議会の議決を経て財政健全化計画を
定め，公表しなければなりません。

　健全化判断比率（実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比率）のいずれかが「財政再生基準」以上の
場合には，議会の議決を経て財政再生計画を定め，公表しなければなりません。

　公営企業を経営する地方公共団体は，毎年度，公営企業ごとに資金不足比率を監査委員の審査に付した上で議
会に報告し，公表します。これが「経営健全化基準」以上となった場合には，経営健全化計画を定めなければなりま
せん。

○早期健全化基準とは・・・
　財政が一定程度悪化し，早期の健全化が必要となる段階に移行する基準値が「早期健全化基準」で
す。４つの健全化判断比率のいずれかひとつでもこの基準値以上になると，自主的な改善努力により
財政健全化を目指す「財政健全化計画」を議会の議決を経て策定しなければなりません。

右に行くほど財政悪化！



柏都市計画事業北柏駅北口土地区画整理事業特別会計

学校給食センター事業特別会計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

介護老人保健施設事業特別会計

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

法
非
適

用
企
業

公設総合地方卸売市場事業特別会計

東葛中部地区総合開発事務組合

柏・白井・鎌ケ谷環境衛生組合

千葉県市町村総合事務組合

千葉県後期高齢者医療広域連合

北千葉広域水道企業団

柏市土地開発公社

柏市まちづくり公社

柏市医療公社

柏市みどりの基金

千葉県信用保証協会　他

一部事務組合・広域連合

地方公社・第三セクター等

健全化判断比率等の対象範囲
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（単位：千円）

歳入総額
Ａ

歳出総額
Ｂ

歳入歳出差引
Ｃ（Ａ－Ｂ）

翌年度に
繰り越す
べき財源

Ｄ

実質収支額
Ｅ（Ｃ－Ｄ）

一般会計 158,239,068 152,332,182 5,906,886 1,271,651 4,635,235

柏都市計画事業北柏
駅北口土地区画整理
事業特別会計

1,467,005 1,279,967 187,038 14,770 172,268

学校給食センター事業
特別会計

533,194 481,926 51,268 0 51,268

母子父子寡婦福祉資
金貸付事業特別会計

77,613 42,909 34,704 0 34,704

合計 160,316,880 154,136,984 6,179,896 1,286,421 4,893,475

（単位：千円）

86,901,162

1,334,276

（単位：％）

－

(△ 5.63)

《実質赤字比率》

【算定式】

実質赤字比率（ウ）　　＝

会計名

　一般会計等（いわゆる普通会計とよばれるもの。柏市では一般会計と３つの特別会計を合わせたもの「※下表参照」）
の財政運営の深刻度を示すもので，一般会計等の実質赤字額が１年間の収入（標準財政規模：市税や地方交付税な
どの一般財源の規模）に対してどれくらいの割合になるのかを示す指標です。赤字額が年収の１１．２５％以上になると
イエローカードです。

　本市の令和５年度決算においては，実質赤字額が発生していない（黒字である）ことから，実質赤字比率を「－」で表
示しています。

一般会
計等の
実質収
支額
（ア）

うち臨時財政対策債発行可能額

標準財政規模　（イ）

実質赤字額（一般会計等の実質収支額（ア）のＥ欄の合計　※マイナスの場合のみ）

標準財政規模（イ）

※「実質収支額」欄が△（マイナス）表示の場合は実質赤字額となります。

実質赤字比率　（ウ）

※実質赤字額がない（黒字である）ため，「－」で表示しています。
　なお，参考として（　　）内に黒字額の割合を△で表示しました。



（単位：千円）

実質収支額
資金剰余額

4,893,475

147,206

132,086

46,483

9,129

2,274,727

9,598,109

6,361,295

75,237

23,537,747

（単位：千円）

86,901,162

（単位：％）

－

(△ 27.08)

※「実質収支額・資金剰余額」欄が△（マイナス）表示の場合は実質赤字額・資金不足額が発生していることになります。

【算定式】

連結実質赤字比率（オ）　　＝
標準財政規模（エ）

標準財政規模　（エ）　※臨時財政対策債発行可能額含む

連結実質赤字比率　（オ）

※連結実質赤字額がない（黒字である）ため，「－」で表示しています。
　なお，参考として（　　）内に連結黒字額の割合を△で表示しました。

連結実質赤字額（（ア）＋（イ）＋（ウ）　※マイナスの場合のみ）

合計　（ア）＋（イ）＋（ウ）

一般会計等　（ア）

区分

公営企業会計以
外の特別会計の
実質収支額　（イ）

公営企業会計の
資金不足額又は
資金剰余額　（ウ）

介護老人保健施設事業特別会計

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

公設総合地方卸売市場事業
特別会計

《連結実質赤字比率》

　柏市全体の財政運営の深刻度を示すもので，すべての会計の実質赤字額や資金不足額が１年間の収入に対してど
れくらいの割合になるのかを示す指標です。赤字額が年収の１６．２５％以上になるとイエローカードです。

　柏市の会計は，地方税を主な財源として中心的な行政サービスを行う一般会計の他に，料金収入等を主な財源として
事業を実施している水道や下水道といった公営企業など複数の会計に分かれています。一般会計が黒字でも別の会計
に赤字が多くあれば，柏市全体の財政状況はいいとは言えません。このため，すべての会計の資金不足の程度を把握
することが必要になります。

　本市の令和５年度決算においては，連結実質赤字額が発生していない（黒字である）ことから，連結実質赤字比率を
「－」で表示しています。

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計



（単位：千円，％）

令和5年度 令和4年度 令和3年度 備考

分子 元利償還金＋準元利償還金（ア） 11,007,729 11,074,958 11,820,770 借入金の返済額など

特定財源（イ） 2,427,757 2,550,099 2,173,798
借入金の返済に充てた都
市計画税の額など

元利償還金等に係る基準財政需
要額算入見込額（ウ）

8,013,278 8,076,716 8,007,519
地方交付税の算定に用い
られた公債費・準公債費

（ア）－（イ）－（ウ） 566,694 448,143 1,639,453

分母
標準財政規模（エ）
※臨時財政対策債発行可能額含む

86,901,162 84,554,432 85,564,006
税や地方交付税などの一
般財源の標準的な規模

元利償還金等に係る基準財政需
要額算入見込額（オ）

8,013,278 8,076,716 8,007,519
地方交付税の算定に用い
られた公債費・準公債費

（エ）－（オ） 78,887,884 76,477,716 77,556,487

0.7％ 0.6％ 2.1％

※準元利償還金：次の①から⑤の合計額
　①満期一括償還地方債（償還期間を３０年とする元金均等年賦償還とした場合）の１年当たりの元利償還金相当額
　②特別会計等への繰出金のうち，公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
　③組合への負担金・補助金のうち，組合が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
　④債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準じるもの
　⑤一時借入金の利子

《実質公債費比率》

実質公債費比率（単年度）（カ）

実質公債費比率（３か年平均）

標準財政規模（エ）　－　基準財政需要額算入見込額（オ）

元利償還金等（ア）　－　特定財源（イ）　－　基準財政需要額算入見込額（ウ）

1.1％

　１年間の収入に対して借金の返済額やこれに準じる額がどれくらいの割合になるのかを示す指標（各年度で算出した
ものの３か年の平均で表します。）です。一般会計等の公債費以外に，公営企業や特別会計の公債費に対して繰り出
す経費などがあります。このため，こうした公債費に準じた経費を含めた，実質的な公債費を算出して指標化していま
す。年間の返済額が年収の２５％以上になるとイエローカードです。
　家計に例えると，家や車のローン，クレジットカードによる支払いなどの返済額が，年収の２５％以上になった場合に
は，借金の返済が大きな割合を占めるため，日常生活の必要経費への支出が制限される可能性が高くなることを示し
ます。

　本市の令和５年度の実質公債費比率は１．１％（３か年平均）で，令和４年度より０．９ポイント低下しました。

【算定式】

実質公債費比率【単年度】（カ）　　＝



（単位：千円，％）

金額 備考

分子 111,952,899

81,131,397 一般会計等の地方債（借入金）現在高

6,714,828
土地開発公社からの用地購入費や仮庁舎の
リース料などの約束された支払い

5,937,984
病院事業や下水道事業等の地方債残高に対
する一般会計の負担額

1,442,115 組合の地方債残高に対する一般会計の負担額

15,936,021
一般会計等に属する全職員が年度末に退職し
たと仮定した場合に必要となる退職金の総額

790,554

土地開発公社 0
土地開発公社の負債から土地開発公社が保有
する資産等を控除した額

第三セクター 790,554
柏市医療公社，柏市みどりの基金等に対する
損失補償としての一般会計の負担額

0

0

151,538,615

54,635,214 財政調整基金，退職手当基金等

13,024,425 市営住宅使用料，都市計画税等

うち都市計画税 12,966,608
地方債の償還に充てられるであろう都市計画
税の額

83,878,976
地方交付税で今後措置される見込みの地方債
残高の総額

△ 39,585,716

分母 86,901,162
税や地方交付税などの一般財源の標準的な規
模

8,013,278
地方交付税の算定に用いられた公債費・準公
債費

78,887,884

 － 

(△ 50.1)

将来負担比率　（オ）

将来負担比率は，充当可能財源等が将来負担
額を上回るため，「－」で表示しています。
なお，参考として（　　）内に分子の分母に対す
る割合を表示しました。

将来負担額（ア） 　－　充当可能財源等（イ）　（※（ア）－（イ）がプラスの場合のみ）

公営企業債等繰入見込額

組合負担等見込額

充当可能特定歳
入

（ア） －（イ）

【算定式】

将来負担比率（オ）　　＝

地方債現在高等に係る基準財政需
要額算入見込額

設立法人の負債
額等負担見込額

将来負
担額
（ア）

充当可
能財源
等　（イ）

退職手当負担見込額

標準財政規模（ウ）　－　基準財政需要額算入見込額（エ）

（ウ）－（エ）

組合連結実質赤字額負担見込額

標準財政規模
（ウ）※臨時財政対策債発行可能額含む

連結実質赤字額

元利償還金等に係る基準財政需要額算入見
込額　（エ）

充当可能基金

《将来負担比率》

　借金や数年間にわたる契約により約束された支払い，職員の退職金など，将来支払わなければならない負債が，１年
間の収入に対してどれくらいあるのかを示す指標です。この割合が高いと，将来的に財政が圧迫される可能性が高くな
り，割合が年収の３．５倍以上になるとイエローカードです。
　家計に例えると，家や車のローン残高，クレジットカードの支払い残高など，これから返済していかなければならない
お金の総額が，年収の３．５倍以上になった場合には，ローン返済に追われ家計が成り立たなくなり，経済的に厳しい
状態になることを示します。

　本市の令和５年度決算においては，将来負担しなければならない負債額（家計に例えると住宅や車のローンの返済
額残高等）に対して，返済に充てることができる特定財源見込額（家計に例えると家賃収入見込額）や基金（家計に例え
ると貯金）等の見込額が上回ったため、将来負担額は算出されなかったことから，将来負担比率を「－」で表示していま
す。

地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額



（単位：千円）

金額

2,274,727

9,598,109

6,361,295

75,237

（単位：千円）

金額

4,688,300

6,427,085

6,758,397

345,464

（単位：％）

比率 経営健全化基準

－

(△ 48.5)

－

(△ 149.3)

－

(△ 94.1)

－

(△ 21.7)

※「資金剰余額」欄が△（マイナス）表示の場合は資金不足額となります。

下水道事業会計

《資金不足比率》

　公営企業会計ごとの資金不足額が，事業規模（事業収入）に対してどれくらいの割合があるかを示す指標です。柏市
では，病院事業，水道事業，下水道事業，公設総合地方卸売市場事業が対象となります。

　本市の令和５年度決算においては，対象となるすべての公営企業会計で資金の不足額が発生していない（剰余額が
ある）ことから，資金不足比率を「－」で表示しています。

資金剰
余額
（ア）

事業の
規模
（イ）

会計名

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

公設総合地方卸売市場事業特別会計

会計名

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

公設総合地方卸売市場事業特別会計

公設総合地方卸売市場事業特別会計

資金不
足比率
（ウ）

会計名

20.0

病院事業会計

水道事業会計

【算定式】

資金不足比率（ウ）　　＝
資金不足額（資金剰余額（ア）　※マイナスの場合のみ）

事業の規模（イ）

※各会計とも資金不足額がない（黒字である）ため，「－」で表示しています。
　なお，参考として（　　）内に剰余額の割合を△で表示しました。


